
平成 27 年 7 月 14 日 

総務部行財政改革推進課 

 

 

 

平成２７年度ワーク・ライフ・マネジメントの推進 

 

１ 平成２６年度ワーク・ライフ・マネジメント実績 

※各部局の実績は別紙のとおり 

 

 

２ 平成２６年度のワーク・ライフ・マネジメントの検証 

 

  ワーク・ライフ・マネジメントの推進について、平成 26 年度は初年度であ

ったものの、年休取得時間数や超長時間勤務者数、男性職員の育児休業取得

率については目標を達成することができました。 

特に、超長時間勤務者数については、前年度比 30％削減という高い目標で

あったにも関わらず、それを上回る結果となりました。男性職員の育児休業取

得率も、前年度実績の 13.04％をさらに上回る高い結果を残しました。また、

目標達成には至らなかったものの、時間外勤務実績は前年度比 7.7％の削減と

なり、ここ数年高止まりしていた状況を脱することができました。また、男性

職員の育児参加休暇取得率についても、前年度を上回るものとなりました。 
こうした成果につながったのは、昨年度 3月の中央労使協働委員会において

も検証したように、年度当初に、ワーク・ライフ・マネジメントの取組につい

て理解を深め、円滑な推進につなげることを目的として、キックオフイベント 

項目名 
平成 26 年度 
実績 

平成 26 年度 
目標 

平成 25 年度 
実績 

前年度 
比較 

年休取得時間数 １１２時間 １０１時間 １０１時間 ＋１０．９％ 

時間外勤務時間数 ２０４時間 １９９時間 ２２１時間 ▲７．７％ 

超長時間勤務者数 
（500 時間超） 

２６０人 ２７６人 ３９４人 ▲３４．１％ 

男性職員の育児 
参加休暇取得率 

９０．５７％ １００％ ８３．７０％ ＋６．８７％ 

男性職員の育児 
休業取得率 

１６．０４％ １０％ １３．０４％ ＋３．０％ 

資料２ 

平成 27 年 6 月 24 日 中央労使協働委員会 資料１ 



及び説明会（労使協働会議）を開催したこと、上半期時点では、その進捗状況

について検証を行い、報告された推奨すべき事例の水平展開を進めたこと、ま

た、そもそもワーク・ライフ・マネジメントを組織マネジメントとして進めて

きた結果といえます。 

なお、ワーク・ライフ・マネジメントの推進については、このように全体と

しては、おおむね順調に推進されているものの、以下のとおり、課題も見受け

られます。 

ワーク・マネジメントの推進においては、時間外勤務の削減が一定促進され

たものの、削減のかけ声だけで具体的な取組が示されないとのマネジメントに

対する不満の声もあがっており、サービス残業につながらない実効性のあるマ

ネジメントが求められています。また、業務量のスクラップアンドビルドにも

考慮した思い切った事業の選択と集中の推進について、そうした点も踏まえた

予算編成議論が進められましたが、十分に取り組めたとは言えなかったため、

本年度は予算編成時に留意してさらなる選択と集中に取り組むことを年度当

初から意識しておくことが求められます。 

ライフ・マネジメント支援の推進においては、職場内でのコミュニケーショ

ンの促進が図られた一方で、育児休業や介護休暇等の取得に必要な業務体制の

確保や職員が的確に制度を利用できるようにするための職場のマネジメント

の推進などが求められています。 

ワーク・ライフ・マネジメントに関する意識・組織風土改革の推進において

は、大半の職場でチームワークや支え合いの職場環境づくりが進んでいるとい

う状況にはありますが、部局・所属によってその進捗状況には、ばらつきがあ

るとともに、取組の趣旨、目的等の浸透が不十分な点も見受けられます。それ

ぞれの職員がより自分事としてとらえられるような啓発の仕方を考える必要

があります。 

こうした検証を踏まえ、本年度の推進方針に基づき、さらなる推進を図って

いく必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



平成２６年度 ワーク・ライフ・マネジメント推進項目 年間実施結果（年休）

(単位：人、時間、％）

課等名

A
年休_目標
設定時対象
職員数

Ｂ
26年度
年休年間
時間数

Ｃ
26年度年休
取得時間
（1人あたり）
Ｂ／Ａ

Ｄ
目標
(1人あたり）

Ｅ
対目標
Ｃ/Ｄ

防災対策部 84.0 7,196 86 73 118%

戦略企画部 107.0 10,423 97 97 100%

総務部 394.5 45,963 117 113 104%

健康福祉部 868.5 93,200 107 100 107%

環境生活部 237.5 20,247 85 84 101%

地域連携部 385.5 43,782 114 107 107%

農林水産部 968.0 108,730 112 106 106%

雇用経済部 260.5 24,630 95 85 112%

県土整備部 1,036.5 130,198 126 111 114%

出納局 44.0 5,959 135 123 110%

知事部局 計 4,386.0 490,327 112 - -

企業庁 225.0 30,904 137 124 111%

病院事業庁（県立病院課） 14.0 1,486 106 74 143%

教育委員会事務局 262.5 24,447 93 96 97%

人事委員会事務局 12.0 1,331 111 101 110%

監査委員事務局 20.0 2,371 119 110 108%

労働委員会事務局 9.0 1,172 130 137 95%

海区漁業調整委事務局 3.0 323 108 109 99%

知事部局以外 計 545.5 62,034 114 - -

計 4,931.5 552,361 112 101 111%



平成２６年度 ワーク・ライフ・マネジメント推進項目 年間実施結果（時間外・超長時間勤務者）

0 ～
100
101 ～
200
201 ～
300
301 ～
400
401 ～
500
501 ～
600
601 ～
700
701 ～
800
801 ～
900
901 ～
1,000
1,001
～

防災対策部 70.0 29,981 428 375 114% 4 8 15 13 6 4 5 8 3 3 1 24 19 126%

戦略企画部 92.0 19,481 212 209 101% 36 19 13 9 7 3 2 0 1 2 0 8 4 200%

総務部 352.5 40,377 115 115 100% 232.5 51 26 21 9 6 3 2 1 1 0 13 9 144%

健康福祉部 779.5 157,912 203 171 119% 337.5 134 102 80 67 27 15 6 7 1 3 59 43 137%

環境生活部 201.5 54,730 272 263 103% 55.5 43 32 33 19 1 3 3 0 4 8 19 23 83%

地域連携部 336.5 52,843 157 142 111% 170.5 72 38 30 17 2 2 2 2 1 0 9 3 300%

農林水産部 817.0 130,323 160 164 98% 342 213 134 77 50 1 0 0 0 0 0 1 0 皆増

雇用経済部 226.5 61,400 271 257 105% 65.5 42 32 24 31 13 5 3 8 0 3 32 31 103%

県土整備部 923.0 239,100 259 276 94% 222 201.5 153 136.5 127 46 18 10 5 3 1 83 108 77%

出納局 37.0 1,509 41 39 105% 32 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100%

知事部局 計 3835.5 787,656 205 - - 1497.5 788.5 545.0 423.5 333.0 103.0 53.0 34.0 27.0 15.0 16.0 248 - -

企業庁 197.0 31,519 160 157 102% 70 69 31 17 9 1 0 0 0 0 0 1 0 皆増

病院事業庁（県立病院課） 11.0 2,206 201 238 85% 2 5 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 100%

教育委員会事務局 229.5 54,309 237 217 109% 58.5 58 43 22 37 7 3 1 0 0 0 11 6 183%

人事委員会事務局 10.0 725 73 65 112% 8 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100%

監査委員事務局 16.0 2,975 186 136 137% 6 2 7 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100%

労働委員会事務局 7.0 47 7 3 233% 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100%

海区漁業調整委事務局 2.0 0 0 0 100% 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100%

知事部局以外 計 472.5 91,781 194 - - 153.5 136 84 40 47 8 3 1 0 0 0 12 - -

計 4,308.0 879,437 204 199 103% 1651.0 924.5 629.0 463.5 380.0 111.0 56.0 35.0 27.0 15.0 16.0 260 276 94%

（Ａの内訳）時間区分毎の時間外勤務者数

Ｆ
500時間
を超える
職員数

Ｇ
目標

Ｈ
対目標
Ｆ/Ｇ

課等名

A
時間外_目標
設定時対象
職員数

B
26年度
時間外勤務
年間時間数

Ｃ
26年度
時間外勤務
時間数
（1人あたり）
Ｂ／Ａ

Ｄ
目標
(1人あた
り）

Ｅ
対目標
Ｃ/Ｄ





３ 平成２７年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標の状況 

 

（１）ワーク・マネジメントの推進に関する部局目標の状況 

平成 27 年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた時間外勤

務時間数、超長時間勤務者数にかかる各部局の目標は、別表１のとおりで

す。なお、全庁目標は以下のとおりです。 

 

 

 

【別表１】時間外勤務時間（1人あたり）、超長時間勤務者数の目標 

※時間外勤務手当支給対象者（国等への派遣職員を除く。） 

 時間外勤務時間（時間、％） 

27年度 
目標 

昨年度 
実績 

25年度 
実績 

対 25年
度比 

＜参考＞ 
31年度 
目標 

防災対策部 391  428 417  94% 291 

戦略企画部 202 212 232  87% 162 

総務部 110 115 130  85% 90 

健康福祉部 172 203 191  90% 132 

環境生活部 258 272 293  88% 205 

地域連携部 142 157 157  90% 110 

農林水産部 153 160 184  83% 129 

雇用経済部 271 271 284  95% 200 

県土整備部 245 259 306  80% 214 

出納局 39 41 43  91% 30 

企業庁 151 160 174  87% 122 

病院事業庁（県立病院課） 199 201 264  75% 184 

教育委員会事務局 221 237 241  92% 169 

人事委員会事務局 65 73 72  90% 50 

監査委員事務局 167 186 152  110% 106 

労働委員会事務局 7 7 7  100% 5 

海区漁業調整委員会 0  0  0  - 0 

 

 

時間外勤務実績 ：H31年度時点  154時間（H25実績から 30％削減） 

超長時間勤務者数：H27年度   236人（H25実績から 40％削減） 



 超長時間勤務者数（人、％） 

27年度 
目標 

昨年度 
実績 

25年度 
実績 

対 25年度 
比 

防災対策部 16 24 28 57% 

戦略企画部 4 8 7 57% 

総務部 9 13 20 45% 

健康福祉部 37 59 62 60% 

環境生活部 9 19 34 26% 

地域連携部 0 9 5 - 

農林水産部 0 1 27 - 

雇用経済部 26 32 44 59% 

県土整備部 83 83 153 54% 

出納局 0 0 0 - 

企業庁 0 1 1 - 

病院事業庁（県立病院課） 0 0 1 - 

教育委員会事務局 3 11 12 25% 

人事委員会事務局 0 0 0 - 

監査委員事務局 0 0 0 - 

労働委員会事務局 0 0 0 - 

海区漁業調整委員会 0  0  0 - 

 

＜参考＞ 

 各部局の目標の積み上げ 

時間外勤務時間 ：191時間（対 25年度比 86.5%、対 26年度比 93.7%） 

超長時間勤務者数：187人（対 25年度比 47.5%、対 26年度比 72.0%） 

 

 

（２）ライフ・マネジメント支援の推進に関する目標の状況 

平成 27年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標のうち、

年休取得時間数の各部局目標については、別表２のとおりです。なお、全

庁目標は平成 31年度時点で 115時間以上です。 

また、夏季休暇の取得率、男性職員の育児参加休暇取得率、育児休業取

得率の実績と目標は、別表３のとおりです。 



【別表２】年休取得時間目標（1人あたり）※管理職員を含む 

 

 年休取得時間（時間） 

27年度 
目標 

昨年度 
実績 

昨年度 
比較 

＜参考＞ 
31年度 
目標 

防災対策部 92  86  ＋6 115 

戦略企画部 100  97  ＋3 115 

総務部 117  117  - 117 

健康福祉部 109 107  ＋2 115 

環境生活部 91  85  ＋6 115 

地域連携部 115  114  ＋1 115 

農林水産部 115  112  ＋3 115 

雇用経済部 95 95  - 115 

県土整備部 126 126  - 126 

出納局 128  135  ▲7 128 

企業庁 124  137  ▲13 124 

病院事業庁（県立病院課） 115  106  ＋9 115 

教育委員会事務局 102  93  ＋9 118 

人事委員会事務局 111 111 - 115 

監査委員事務局 115  119  ▲4 115 

労働委員会事務局 140  130  ＋10 140 

海区漁業調整委員会 120  108  ＋12 155 

 

＜参考＞ 

各部局の目標の積み上げ 

年休取得時間：113時間 

（対 25年度実績＋12時間、対 26年度実績＋1時間） 

 

【別表３】夏季休暇取得率、男性職員の育児参加休暇取得率、育児休業取得率 

の目標 

項  目 平成 31年度目標  平成 26年度実績  

夏季休暇取得率 １００％ － 

男性職員の育児参加休暇取得率 １００％ ９０．５７％ 

男性職員の育児休業取得率 ２５％ １６．０４％ 



４ 今年度のワーク・ライフ・マネジメントの推進に向けて 

  

（１）労使協働セミナーにおける啓発 

   ワーク・ライフ・マネジメントの取組により一定の効果が得られている

一方で、今後、組織運営の重点事項の一つとしてさらに取組を推進してい

く必要がある中、ワーク・ライフ・マネジメントの取組のそもそもの理念

や目的を再度周知する必要があります。そこで、今年度は「ワーク・ライ

フ・マネジメント」をテーマに労使協働セミナーを開催します。また、セ

ミナーにあわせて今後の啓発に活用できるようなパンフレットも作成する

予定です。 

 
（２）朝型勤務の実施 

夏の生活スタイルを変革する新たな国民運動が展開されていることから、 

ワーク・ライフ・マネジメントの取組のひとつとして、夏季に朝型勤務を実

施します。一日の時間を有効に使うことにより「ワーク」と「ライフ」の両

立を実現することや、原則定時退庁とすることにより業務の効率化や職場の

風土づくりを進めること等を重視します。 






